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神戸大学男女共同参画推進基本計画（マスタープラン） 
 
神戸大学は、男女共同参画社会の実現に向けて大学が果たすべき責務を自覚し、「神戸大学男
女共同参画推進基本計画」を策定する。 
 

基本理念 

男女共同参画社会基本法は、男女共同参画社会の実現が 21 世紀の我が国社会を決定す
る最重要課題と位置付け、男女は互いに人権を尊重し、責任を分かち合い、個性と能力を十
分に発揮することを求めている。 
一方、高等教育機関である大学は、人類の福利と平和に貢献し、新たな 21 世紀を切り拓くた
めに、積極的に男女の社会的な偏りを是正し、男女共同参画社会の形成に寄与すべき任を負
っている。 
神戸大学は、学長宣言に則り、「真摯・自由・協同」の精神の下、男女が対等な構成員として、
研究、教育、社会貢献及び大学運営を行うことにより、男女共同参画社会の実現に貢献する。 

基本方針 

基本理念を具体化するため、神戸大学の全構成員の共通目標として、以下のような基本方針
を確認する。 
1. 教職員の人的構成における男女格差の是正 
2. 大学運営における意思決定への女性の参画拡大 
3. 研究・教育・就労・修学と家庭生活との両立支援 
4. 性差別のない環境の構築 
5. 男女共同参画に関する意識改革のための教育、広報・啓発活動 
6. 男女共同参画に関する取組みの地域社会との連携 
7. 男女共同参画に関する国際的な連携 

行動計画（アクションプラン） 

基本方針に基づく具体的な取組み内容として、以下の行動計画を掲げる。大学及び各部局
は、行動計画に基づいて数値目標を設定し、計画的に取組みを推進する。また、大学及び各部
局は、目標の達成度について中間評価を実施し、公表する。 
1. 教職員の人的構成における男女格差の是正 

1)  教職員の男女比率を改善するため、積極的な広報と公募方法の見直しにより、優秀
な女性応募者の増加を図る。 

2)  女性教員の採用比率を上げ、平成 22年 3月までに 20 %とし、以降も女性教員の
採用を促進する。 
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3)  女性教職員のキャリアアップのため、大学内外における研修機会の拡大と、若手女性
教職員が直面する問題を相談できるシステム（メンター制度またはアドバイザー制
度）を構築し、優秀な人材の確保と能力の活用を図る。 

2. 大学運営における意思決定への女性の参画拡大 
1)  役職員の男女比率を改善し、男女が対等に大学運営に関わるよう、積極的に女性

の管理職への登用を図る。 
2)  教職員・学生からの男女共同参画に関わる意見を積極的に取り入れる。 

3. 研究・教育・就労・修学と家庭生活との両立支援（ワークライフバランスの確立） 
1)  育児休業、介護休業等を取得できるよう、職場環境を整備する。 
2)  出産・育児等により研究活動の低下を生じさせない環境整備として、研究支援員、

ICT を使った在宅勤務などの研究支援体制を整備する。 
3)  積極的な両立支援策として、学内保育施設を整備するとともに、多様な保育サービス

を提供する。 
4. 性差別のない環境の構築 

1)  性別役割分担意識から生まれる慣行からの不利益を解消するための対策を講じる。 
2)  セクシュアル・ハラスメントなど、人の尊厳を侵害する行為を防止し、人権を尊重する環

境を構築する。 
5. 男女共同参画に関する意識改革のための教育、広報・啓発活動 

1)  男女共同参画実現のために教育プログラムを充実させ、シンポジウム等を通じて意識
改革に取組む。 

2)  少人数のため孤立し易い女性教職員の連帯感を育むネットワークづくりを支援するとと
もに、働き易い職場環境づくりに努める。 

6. 男女共同参画に関する取組みの地域社会との連携 
1)  男女共同参画に関する取り組みを地域の自治体・大学・機関と連携して進め、男女

共同参画社会の実現に資する。 
2)  男女共同参画社会の形成を次世代にも引き継ぐため、女性が少ない分野では、女子

学生の入学者増加に取組む。 
7. 男女共同参画に関する国際的な連携 

1)  多数の留学生を抱える大学として、国際社会の取組みと連携して男女共同参画を推
進する。 

推進体制 

本基本計画は、男女共同参画推進委員会と男女共同参画推進室及び各部局が連携して実
行する。 
1. 男女共同参画推進委員会 

1)  副学長（男女共同参画担当理事）を委員長とする男女共同参画推進委員会は、
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全学的な取り組みについて審議・決定する。 
2. 男女共同参画推進室 

1)  学長直轄の男女共同参画推進室（室長は教授）は、上記委員会及び各部局と
連携して男女共同参画事業を実施する。 

計画期間 

本基本計画の第 1期の計画期間は平成 20年度から平成 24年度までの 5 ヵ年とする。第 1
期計画の進捗状況について、平成 22年度に中間評価を実施する。 

 
（平成 20年 9月 18日教育研究評議会決定） 


